
資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注）「総数」には要介護度不詳を含む。

（％）
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４ 高齢者の就業

（１）高齢者の就業状況
ア ６０歳を過ぎても働く高齢者、働きたい高齢
者は多い
高齢者の就業状況についてみると、男性の場

合、就業者の割合は、５５～５９歳で９０．５％、６０～
６４歳で７３．１％、６５～６９歳で５０．１％となってお

り、６０歳を過ぎても、多くの高齢者が就業して
いる。また、不就業者では、６０～６４歳の不就業
者（２６．９％）のうち３割以上の者が、６５～６９歳
の不就業者（４９．９％）のうち２割以上の者が、
それぞれ就業を希望している。また、女性の就
業者の割合は、５５～５９歳で６１．６％、６０～６４歳で
４３．５％、６５～６９歳で２８．２％となっている（図
１－２－４－１）。

平均給与額 集計対象数
平成２１年 平成２０年 差

月給・日給・時給の者 ２２９，９３０ ２２１，０００ ８，９３０ ４８，９２６
月給の者 ２８７，３００ ２７７，８４０ ９，４６０ ３８，０２２
時給の者 １０５，１２０ １０３，５３０ １，５９０ ９，７４１
〈職種別（月給・日給・時給の者）〉
看護職員 ３０６，７３０ ２９８，２００ ８，５３０ ７，８５９
介護職員（訪問介護員を含む） １９７，９６０ １８９，１７０ ８，７９０ ２９，５０４
生活相談員・支援相談員 ２９６，７００ ２８４，６３０ １２，０７０ ３，６２４
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は機能訓練指導員 ２７４，９４０ ２６６，８１０ ８，１３０ ２，８５９
介護支援専門員 ３１４，６５０ ３０５，３１０ ９，３４０ ４，４２９
資料：厚生労働省「平成２１年度介護従事者処遇状況等調査結果」
（注１）介護従事者の集計にあたっては、平成２１年の調査日に当該施設・事業所に在籍した介護従事者のうち、平成２０年と平成２１年ともに在籍

している者についてのみを集計対象としている。
（注２）介護従事者の平均給与額は、以下により算出

月給の者：基本給＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
日給の者：基本給×実労日数＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
時給の者：基本給×実労働時間＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）

図１－２－３－１８ 同居している主な介護者の介護時間（要介護者等の要介護度別）

表１－２－３－１９ 介護従事者の平均給与額
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）
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60歳ぐらいまで 65歳ぐらいまで 70歳ぐらいまで 75歳ぐらいまで
76歳以上 働けるうちはいつまでも わからない
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26.4 9.7 2.8 41.2 0.9

1.3
19.2 26.1 10.4 3.0 39.9 0.0

9.0 2.47.219.618.1 34.1 9.7

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」（平成20年）
調査対象：60歳以上の有職者
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また、６０歳以上の有職者の就業を希望する年
齢についてみると、平成２０（２００８）年の意識調
査では、「働きたいうちはいつまでも」が３９．９％
であり、１９年調査と比べるとやや減少している
ものの、依然として「働きたい」という意識は
高いことがわかる（図１－２－４－２）。

イ 高齢者が就業を希望する理由は「健康を維
持したい」が最多
高齢不就業者が就業を希望する理由をみる

と、男性は５５～５９歳で「失業している」の割合
が５２．５％と高いが、年齢階級が上がるにつれて
大幅に減少し、「健康を維持したい」、「知識や
技能を生かしたい」の割合が増加しており、６５
歳以上では「健康を維持したい」が３０．６％と最
も高くなっている。女性も、男性と同様、年齢
階級が上がるにつれて「失業している」の割合
が減少し、「健康を維持したい」の割合が増加
している（表１－２－４－３）。

図１－２－４－１ 高年齢者の就業・不就業状況

図１－２－４－２ いつまで働きたいか



資料：総務省「就業構造基本調査」（平成19年）

その他
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ウ ６０歳を境に非正規雇用が増加
高齢者の雇用形態についてみると、会社など

の役員を除く雇用者のうちの正規の職員・従業
員の数は年齢が高まるとともに減少し、それと
相まって非正規職員・従業員の比率は、６０歳を
境に増加している（図１－２－４－４）。

（２）高齢者の雇用情勢は平成１５～１９年にかけ
て大幅に改善したが、近年は経済情勢の悪
化を受け失業率は上昇

全産業の雇用者数の推移をみると、平成２１
（２００９）年時点で、他の年齢層が減少あるいは
微増にとどまっている中で、６０～６４歳の雇用者
が４０８万人、６５歳以上の雇用者が３０５万人と継続
して伸びている（図１－２－４－５）。
また、定年到達予定者等の状況をみると平成

１８（２００６）年４月より「高年齢者等雇用の安定

失業して
いる

収入を得る必
要が生じた

知識や技能を
生かしたい

社会に出
たい

時間に余裕が
できた

健康を維
持したい

学校を卒
業した その他

男

総数（５５歳以上） １８．５ １５．７ １２．４ ５．４ ９．２ ２３．５ ０．０ １５．３
５５～５９歳 ５２．５ １３．３ ７．２ ４．７ ２．４ ５．９ ０．０ １３．８
６０～６４歳 ２１．１ １６．８ １２．４ ５．７ １０．９ １８．６ ０．０ １４．４
６５歳以上 ７．７ １５．９ １３．８ ５．４ １０．４ ３０．６ ０．１ １６．１

女

総数（５５歳以上） ７．４ ２２．８ ８．２ ７．９ １４．５ ２１．２ ０．１ １８．０
５５～５９歳 １２．２ ２５．１ ８．８ １０．０ １７．８ １１．０ ０．０ １５．３
６０～６４歳 ８．２ ２２．３ ７．９ ８．７ １５．３ １９．８ ０．０ １７．８
６５歳以上 ３．０ ２１．２ ８．０ ５．６ １１．２ ３０．５ ０．１ ２０．４

（％）

資料：総務省「就業構造基本調査」（平成１９年）
（注）就業希望者とは、無業者のうち「何か収入になる仕事をしたいと思っている者」を指す。

表１－２－４－３ 高齢就業希望者の就業希望理由別割合

図１－２－４－４ 性年齢別雇用形態別雇用者数及び非正規雇用者率（役員を除く）

第
１
章

高
齢
化
の
状
況

第
２
節

高
齢
者
の
姿
と
取
り
巻
く
環
境
の
現
状
と
動
向



資料：総務省「労働力調査」
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資料：厚生労働省発表資料（平成21年10月）
注：平成21年６月現在の状況について、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく高年齢者雇用状況報告を
　　提出した31人以上規模の企業を対象
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等に関する法律」に基づき、事業主に対して段
階的な定年の引き上げ、継続雇用制度の導入等
の措置を講じることが義務付けられたこともあ
り、定年到達予定者のうち、継続雇用予定者の
割合は、１７（２００５）年に比較して、２１（２００９）
年には、４８．４％から７１．３％となっており、２０年
よりはやや減少しているものの、依然として高
い数値となっている（図１－２－４－６）。
高齢者の雇用情勢をみると、平成１５～１９年に

かけて大幅に改善したが、近年、経済情勢の急
速な悪化を受けて悪化し、２１（２００９）年の高齢
者の完全失業率は、全年齢（１５歳以上）の完全

失業率が前年と比べ、１．１ポイント上昇し、６
年ぶりに５％台となり、かつ過去最大の上昇幅
となっていることと相まって、上昇傾向であ
る。また、就業率は２０年においては６０歳代前半
で大きく上昇したものの、２１年においては、低
下に転じた（図１－２－４－７）。

（３）性・年齢別の労働力率が平成１８（２００６）
年と同水準で推移した場合、労働力人口は
約１０年で４４０万人減少する見込み

平成２１（２００９）年の労働力人口は６，６１７万人
で、前年と比べて、３３万人の減少となった。そ

図１－２－４－５ 雇用者数の推移（全産業）

図１－２－４－６ 定年到達予定者等の状況
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資料：総務省「労働力調査」
（注）年平均の値。
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資料：総務省「労働力調査」
（注）「労働力人口」とは、15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたものをいう。
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のうち６５歳以上の者は５７９万人（８．８％）となり、
労働力人口総数に占める６５歳以上の者の比率
は、昭和５５（１９８０）年の４．９％から上昇を続け
ている（図１－２－４－８）。

性・年齢別の労働力率が平成１８（２００６）年の
実績と同じ水準で推移すると仮定して１９（２００７）
年１２月に厚生労働省雇用政策研究会が行った推
計によれば、２９（２０１７）年の労働力人口は６，２１７

図１－２－４－７ 年齢階級別にみた完全失業率、就業率

図１－２－４－８ 労働力人口の推移
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資料出所：2006年は総務省統計局「労働力調査」、労働力人口の2012年以降はJILPT「労働力需給の推計（2008年3月）」。
　　　　　ただし、労働力人口総数に占める65歳以上の労働力人口の割合については、JILPT「労働力需給の推計（2008年3月）」を踏まえ、内閣府で試

算したもの。 
（注１）「労働市場への参加が進まないケース」とは、性・年齢別の労働力率が2006年の実績と同じ水準で推移すると仮定したケース。
（注２）「労働市場への参加が進むケース」とは、各種の雇用施策を講ずることにより、若者、女性、高齢者等の方々の労働市場への参加が実現すると

仮定したケース。 
（注３）この推計においては、税・社会保障制度等の労働力需給に与える影響については必ずしも十分に考慮されていないが、こうした制度が変更され

ることによって労働力需給に大きな影響を及ぼす可能性があることに留意が必要。

資料：内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調査」
　　 （平成20年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女
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万人となることが見込まれ、１８（２００６）年に比
べて４４０万人減少することとなり、労働力人口
総数に占める６５歳以上の者の比率も１０．６％とな
ることが見込まれている（図１－２－４－９）。

５ 高齢者の社会参加活動

（１）活発になる高齢者の社会参加
ア 近所の人たちとの交流が弱まっている
６０歳以上の高齢者の近所の人たちとの交流に
ついてみると、「親しく付き合っている」は
４３．０％、「あいさつをする程度」は５１．２％となっ
ている。過去の調査結果と比較すると、「親し
くつきあっている」が減少する傾向がみられる
一方で、「あいさつをする程度」が増加してお
り、近所同士の結びつきが弱まっている（図
１－２－５－１）。

図１－２－４－９ 労働力人口と労働力の見通し

図１－２－５－１ 近所の人たちとの交流


